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岡 谷 市 の 概 要 

 

１．地勢 

本市は本州の中央高地にあって、長野県のほぼ中央に位置し、東経 138°3´、北緯 36°4´、海

抜 779.2ｍ、市域は東西 7.3km、南北 16.7km、総面積 85.10k㎡で諏訪湖の西岸に面し、遠くには富

士山、八ヶ岳連峰を望む、湖と四季を彩る山々に囲まれた風光明媚な都市である。 

また、東は十四瀬川と長地山地東部の稜線を境として諏訪郡下諏訪町に、北は二つ山・鉢伏山の

稜線を境として松本市に、西は横峰・高ボッチ・東山・小野峠の稜線を境として塩尻市に、さらに

南西は天竜川を経て伊那谷の辰野町に、南は諏訪湖と湊山地の南部で諏訪市に接している。 

 

２．都市計画の沿革 

明治 4年、廃藩置県の詔令が下り高島藩も高島県となり、同年 11月には全国府県の大廃合があり、

信濃の諸県は長野、筑摩の 2 県に統合され、この地は筑摩県管下となって、ここに初めて完全な郡

県政治が行われることになった。 

明治 7 年、筑摩県令の合併勧奨指導のもとに平野村、湊村、川岸村、長地村が誕生し、その後明

治 9 年には筑摩県庁が全焼し、折から全国府県の整理の時期であったため、筑摩県は廃され、長野

県に併合された。 

平野村は、大正年間より昭和初期には製糸業の全盛時代を迎え、労働者の流入により急速な人口

の増加で、当時 50,000 人を有する全国一の大村であった。昭和 10 年に都市計画法の適用を受け、

全村 39.39k㎡を都市計画区域の指定を行い、翌年 4月には全国一の大村から一躍市制を施行し、こ

こに岡谷市が誕生した。その後、昭和 30 年 1 月に湊村、同年 2 月に川岸村、昭和 32 年 3 月に長地

村が合併、更には昭和 33年 7 月旧長地村地籍の東山田・東町を下諏訪町へ境界変更、昭和 39年 10

月塩嶺にて行政界の決定をし、市域面積が 79.19k㎡となり、これに合わせて都市計画区域を全市域

79.19k㎡に拡大変更を行っている。また、昭和 58年 10 月には諏訪湖の行政分割により行政区域面

積を 85.19k㎡とし、平成 26年 10月には 85.10 k㎡（国土地理院公表）となり、現在に至っている。 

かつて、生糸の生産地として世界にその名をはせた「シルク岡谷」は第２次大戦を経て内陸唯一

の新産業都市の指定を受け、精密機械を中心とする工業都市に変貌した。 

県内有数の工業都市として発展してきた経緯を踏まえ、働く場の確保、人口の定着を図りながら、

一層の産業振興を推進し、人が集い、にぎわいと活力あふれるまちを目指している。 
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